


「豊かな環境・資源・文化をはぐくむ森林」の
　　　　　　　　　　　　　　　　実現をめざして

豊田市長　太田 稔彦

　2000年９月、愛知県、岐阜県南部、長野県南部は未曾有の豪雨にみまわれました。
東海豪雨（恵南豪雨）です。矢作ダムでは緊急の大放水が行われ、下流の小学校や体
育館等が浸水被害を受け、矢作川の水位は豊田大橋付近で堤防を越える寸前までに至
りました。上流の人工林がもう少し整備されていれば、状況は違っていたのではない
かと、この被災体験が原点となり、豊田市が森づくりに本格的に乗り出すきっかけに
なりました。
　本市は、2007年3月に「豊田市森づくり条例」を制定し、さらに「豊田市100年の
森づくり構想」で、本市が森づくりに積極的に取り組んでいく姿勢を明確にしました。
それから10年が経過し、人工林の間伐や普及啓発活動などを着実に進めてきた一方、
全国的には豪雨災害が相次ぎ、木質バイオマスなど木材需要は拡大し、地方税財政制
度が変更されるなど課題も生まれました。
　この度、これら環境変化を踏まえた新しい方針として、「新・豊田市100年の森づ
くり構想」を策定しました。これにより、本市の森づくりは、これまでの取組を基盤
として新たなチャレンジを開始する「第２ステージ」に突入します。
　「森づくりは100年の計」と言われています。100年先を見据え、「豊かな環境・
資源・文化をはぐくむ森林」の実現を目指して、森林所有者の皆様はもとより、森林
組合や多くの市民の皆様のご理解、ご協力をお願いいたします。
　最後に、構想の策定に多大なご尽力をいただきました「とよた森づくり委員会」を
はじめ、関係者の皆様に厚くお礼を申し上げるとともに、引き続きご協力を賜ります
ようお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      2018年3月



新・豊田市100年の森づくり構想の概要

i

　新・豊田市100年の森づくり構想（以下「新・森づくり構想」という。）は、森づくり条例で定めた基
本理念を実現するため、100年先を見据えた森づくりの方向性とこの先おおむね20年間の基本的施策を
示したものです。

新・森づくり構想とは︖

　豊田市は、市域の約７割（約63,000ha）が森林とい
う「森林都市」です。そのうち、国有林を除く森林面
積の約57％が人工林です。さらにヒノキ・スギの人工
林は約31,000haを占め、人工林面積の約87％に達し
ます。
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豊田市の森林

【目 的】
豊かな環境・
資源・文化を

はぐくむ森林の
保全及び創造
並びに次世代

への継承
【理念３】

地域づくりと
一体になった森づくり

【理念１】
公益的機能が

発揮される森づくり

【理念４】
人材育成と共働による

森づくり

【理念２】
木材の循環利用を
進める森づくり

　森づくり条例は『豊かな環境・資源・文化をはぐく
む森林の保全・創造を推進し、豊かな森を次世代に継
承する』ことを目的とし、４つの基本理念に基づき、
森づくりを推進します。

森づくりの目的及び４つの理念



ii

今後の取組の方向性

（６）メリハリのある森林行政
・ 集中取組期間を定め施策を重点化
・ 段階的な仕組みづくりを通して、森林管

理コストを低減

（３）森の価値の向上
・ 将来の目標林型を設定し、将来木施業を

導入
・ 経済・環境の両面で価値の向上を目指す

（４）木材生産・流通の低コスト化
・ 素材生産の効率化

（作業システムの刷新、路網整備等）
・ 東海豪雨の教訓を踏まえ、公益的機能を

発揮する森づくりを重視

（１）取組の継続

（５）森づくり人材の育成
・ 構想実現に必要な知識・技能を備えた林

業技術者の育成
・ 国内外の林業教育・研究機関との連携を

強化

・ 森林区分（ゾーニング）の再出発
・ 急傾斜地や河川（沢）沿いの保護など森

林保全ルールを新規設定

（2）防災機能の強化

・ 計画的な間伐による過密人工林
の減少

・ 地域森づくり会議方式の普及・
定着

・ とよた森林学校等による森の応
援団づくり

・ 市の公共施設への木材利用拡大
・ 森林の定期的なモニタリング 

　　　　　　　　　　　　　等

10年間の成果
・ 材価の低迷（特にヒノキ価格）
・ 下げ止まる伐採搬出コスト
・ 林業労働災害事故の発生
・ 森林作業員の減少
・ 針広混交林化技術の未成熟
・ 森林区分（ゾーニング）の未定

着　等

継続的な課題
・ 集中豪雨が全国的に多発
・ 国の林業政策の転換（保続から

利用へ）
・ 木質バイオマス発電の普及や製

材工場の大規模化に伴う、全国
的な伐採圧の高まり

・ 森林保全のための皆伐対策が未
整備

・ シカなどによる獣害の拡大
・ 国・県・市の厳しい財政見通し

新たな課題

　2008年度以降、豊田市では過密人工林の一掃に向けた間伐の推進などに重点的に取り組み、一定の
成果を挙げてきました。
　一方で、森林・林業を取り巻く環境は厳しいままです。これまでの取組を継続しながら、さらに強
化していくことが必要です。

豊田市の森づくりの成果と課題、今後の取組の方向性

・ 中核製材工場
稼働を契機と
した地域材利
用の活性化

・ 10年間の取
組は今後も
継続



　20年間で人工林すべてを健全ステージに誘導し、併せて100年先を見据えた森づくりも進めます。
 （A）木材生産林については、さらに経済性の高い人工林に育成します。尾根部などの林分蓄積の低い
エリアや、急傾斜地や河川（沢）沿いなど防災上重要な場所は、（B）針広混交誘導林として人工林の
間伐を進め天然広葉樹等の育成を図ります。なお、その一部は天然林化し、およそ100年後には、現状
約50％を占める天然林は55～60％程度まで増加すると想定します。

P.16人工林の整備状況の評価と目標の再設定２

iii

新・豊田市100年の森づくり構想のポイント

新しい森林区分（ゾーニング）の設定
　新しい森林区分（ゾーニング）を設定し、公益的機能が発揮される森づくりを継続して推進します。

１ P.11



木材生産・流通の低コスト化
　タワーヤーダなど架線系集材の導入を検討し、地形に応じた効率的な作
業システムを導入します。さらに作業システムと連動した林業用路網を計
画的に整備します。
　2018年度の市内中核製材工場の稼働を契機として、山からの原木直送体
制の構築など流通コストの削減を図ります。

４

＜中核製材工場のイメージ図＞

P.18～20

森づくり人材の育成
　豊田市の森づくりを担う人材像（森林施業プランナー、森林作業員、市
フォレスター）を設定し、岐阜県立森林文化アカデミーなど国内外の林業
教育・研究機関と連携しながら、森づくり人材の育成を図ります。これに
より、限られた労働力の中で最大の成果を出すことを目指します。

６

＜市独自の森林施業プランナーの研修＞

P.21～22

iv

森林保全のルールの新規設定
　急傾斜地、河畔林・湖畔林、０次谷など山地災害等の防止において重要なエリアを設定し、それら山
地災害等防止において重要なエリアを保全します。さらに大規模皆伐に関する上限面積を設定します。

５ P.17

＜木材生産林（長伐期型）のイメージ＞

木材生産林
（標準型）

・木材生産に資する木が生育
・下層植生が十分に存在
・目標径級 40～50cm程度
・立木本数 400本/ha程度
・林齢の目安 90～100年生

木材生産林
（長伐期型）

・大径木生産に資する木が生育
　（有用広葉樹を含む）
・階層構造が発達
・目標径級 80cm程度
・立木本数 150本/ha程度
・林齢の目安 130～150年生

針広混交誘導林
（ヒノキ・スギ型）

針広混交誘導林
（混交型）

　市の人工林の森林区分（Ａ）木材
生産林（Ｂ）針広混交誘導林につい
ては、森林所有者の意向と現地の状
況に応じて、（Ａ）木材生産林は「
標準型」と「長伐期型」、（Ｂ）針
広混交誘導林は「ヒノキ・スギ型」
「混交型」と４区分します。
　区分ごとに目標林型を設定し、「
将来木施業」と呼ばれる逆算方式（
バックキャスト）の施業を順次導入
します。

P.11～14人工林の目標林型の設定と将来木施業の導入３

・健全で大径な木が生育
　（有用広葉樹を含む）
・階層構造が発達
・当面の目標径級 80cm程度
・立木本数 150本/ha程度
・当面の林齢の目安 130～150年生

・高木性の天然広葉樹がヒノキ等
　と混交
・階層構造が発達
・当面の目標径級 80cm程度
・ヒノキ・スギの立木本数
　50～70本/ha程度
・当面の林齢の目安 160～180年生





＜香嵐渓の紅葉＞＜若葉萌ゆる森林＞

もくじ





１　森づくり構想策定の経緯と当初のねらい

　豊田市は、2005年度に合併し市域の約７割を森林が占める「森林都市」となりました。市は、森林を
市民の重要な生活基盤として捉え、公益的機能の高度発揮、具体的には森林を整備することで生活を支
える豊かな水を育み、災害に強い森づくりの実現等を促進することが必要だと考えています。そのため
には、森林の半分近くを占めるヒノキとスギの人工林の管理を緊急かつ計画的に進めるとともに、再生
産可能な資源であり、地球温暖化防止にも資する木材の一層の活用が重要な課題となります。
　また、市民が森林とふれあい、これを活用する機会を設けることも必要です。
　そこで、市では、2007年３月20日に森づくりの基本理念、市・森林所有者等の責務・役割、基本的施
策の考え方等を示した「豊田市森づくり条例（以下「条例」という。）」を制定しました。「豊田市100
年の森づくり構想（以下「森づくり構想」という。）」は、条例第17条に基づき、基本理念を実現する
ために、100年先を見据えた森づくりに関する豊田市の取組方針を示すものとして策定しました。

＜豊田市森づくり条例制定と森づくり構想策定の背景（2007年当時）＞
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豊田市の行政区域　約92,000ha
　豊田市の森林　約63,000ha（市域の68％）
　スギ・ヒノキの人工林　約30,000ha（森林の49％）
　緊急に間伐を必要とする人工林　約20,000ha（推定）

●国の森林・林業施策の見直し
　　・・・人工林の拡大造林施策の破綻
●国産材需要の変化
　　・・・外国産材の輸入増加・国産材の見直し
●国産材価格の低迷
　　・・・経営意欲の減退→森づくりの放棄、境界の不明確
●山村地域の過疎化・高齢化の進展
　　・・・社会情勢及び生活様式の変化
　　・・・労働力の流出（林業従事者の激減）
●二酸化炭素吸収源として注目

社
会
環
境
の
変
化

森林の持つ機能の低下
●木材などの生産機能の低下
●公益的機能の低下
　・土砂流出・山地崩壊防止
　・水源かん養
　・自然環境の保全
　・温暖化防止
　・保健・休養　など

自
然
的
環
境
の
変
化

自然環境の変化
　●地球の温暖化
　●異常気象
　　（東海豪雨）

災害発生の要因にも

市
民
の

　

ニ
ー
ズ

市民の森林への期待
　●災害からの安全・安心　　●地球温暖化防止
　●より良い環境の維持　　　●癒し効果　など

新たな使命

豊田市の新たな
行政施策の必要性

 人工林の緊急かつ
計画的な間伐の推進

 木材資源の
利活用の促進

山村地域の再生と
   活性化による
 森づくりの推進

森づくりの担い手など
       人材の育成

市民の理解に基づく
 共働の森づくりの
          推進

条
例
の
制
定
・
構
想
の
策
定

第１章　豊田市100年の森づくり構想とは
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１　豊田市の森林

２　人工林の現状

　豊田市の面積は約92,000ha（愛知県内１位）
と広大で、矢作川流域の約半分を占めます。
このうち森林は、市域の約68％にあたる約
63,000haを占め、また森林面積（国有林を除く）
の約57％にあたる約35,000haが人工林、残り
が広葉樹を中心とした天然林となっています。
さらに人工林のうち、ヒノキ・スギの面積は約
31,000haで、森林面積の約49％、人工林面積
の約87％に上ります。なお、人工林のうち、植
栽されたマツの多くは松くい虫の被害などによ
り減少し、天然林に変化しているものと推測さ
れます。
　また、竹林はその利用が激減した結果、人工
林や天然林に侵入してきています。
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　人工林は、木材の収穫を目的に苗を植えてできた畑のようなもので、天然林とは異なり、下刈や間伐
など、収穫まで管理を要します。しかし、市全域の人工林を対象に行った航空写真解析（2015～2016
年度実施）では、約20％が適切な間伐が行われていない過密人工林（1,600本/ha以上）と判定されま
した。
　過密人工林の多くは、林内の植生が極端に乏しくなり、地表がむき出しになっていて、水源かん養や
土砂流出防止といった機能が著しく低下しています。このため、過密人工林が災害の発生源になること
が懸念されており、人工林を適正に管理することを通じて、森林の持つ公益的機能を回復することが求
められています（P.30参照）。

資料︓愛知県林業統計（2016年度）
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第２章　豊田市の森林の現在の姿

４

第
２
章

＜矢作川と豊田市域＞

＜豊田市の森林面積＞ ＜豊田市の人工林率＞ ＜豊田市の人工林の樹種別割合＞



３　天然林の現状

　天然林は、かつて薪や炭の原料、農業の肥料源などとして人々が手入れをしつつ活用してきましたが、
利用価値が少なくなり放置されています。しかし、近年、都市部に近い里山林は都市住民の潤いや癒し
の空間として見直されています。
　なお、人の手が入らなくなった天然林は、植生遷移により徐々に変化していきます。

４　豊田市の森林資源

５　東海豪雨の教訓

　約31,000haに及ぶヒノキ・スギの人工林の多くは、戦後の拡大造林期に植えられたものです。半世紀
以上経過した現在、これらの人工林は主伐が可能な時期を迎え、その木材資源量は、過去にないほど充
実しています。また、71年生以上の高齢の森林も多く、木材資源として活用することが可能となってい
ます。

　最近の集中豪雨は、地球温暖化の影響から熱帯型になっていると言われ、全国各地で大きな被害が多
発しています。中でも土砂災害については間伐等の森林整備の遅れとの関連が取り沙汰されることが多
くなってきています。
　市においても、2000年９月11日に秋雨前線と台風14号の影響による集中豪雨（東海豪雨）にみまわ
れ、森林整備の重要性について見直すきっかけとなりました。
　矢作川上流域の地質の大半は、深層まで風化の進んだ花崗岩類で、この地域では特に、土石流を伴っ
た沢ぬけ、斜面崩壊といった土砂災害が多発し、県道や市道が寸断され、一時的に孤立状態になった集
落が多数ありました。また、立木が根こそぎ流出するなどして、矢作ダム貯水池には約35,000m³もの
木材が流入しました。

 

資料︓森林資源構成表（2016年度）  
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　わが国は豊富な森林資源に恵まれており、古くから私たちの生活に、森林や木材が深く関わってき
ました。一見同じ様に見える森林であっても、こうした人間との関わり合いや植生遷移によって、現
在見られるような多様な森林が形成されてきました。

１　はげ山地帯

２　古くからの林業地帯

３　拡大造林期（昭和30年代）

４　管理されなくなった人工林

　豊田市の北西端にあり花崗岩からなる猿投山周辺では、焼
き物の原料となる良質な陶土や珪砂を含む陶土層が分布して
います。江戸時代から明治時代にかけて、陶土の採掘とこれ
を焼く膨大な燃料用の薪材が伐採され続けた結果、広大なは
げ山地帯となり、日本三大はげ山地帯の一つと呼ばれてきま
した。
　森林法と砂防法が公布された1897年頃から、はげ山の復旧
と森林の保全などの治山・砂防工事が、国や県によって積極
的に実施された結果、今日見られる植生まで回復しました。

　市の東部に当たる稲武地区や足助地区などには、古くから植林が行われてきた地域があります。現存
する最も古い人工林は、約180年前の天保年間に植林されたもので、現在では、樹高35ｍ、胸高直径１m
超に達する見事なスギに成長しています。

　明治維新後の近代化から第二次世界大戦の終戦直後まで、乱伐により森林が荒廃したこの時代には、
全国各地で土砂災害が続発しました。その後、国土保全と木材確保の両面から森林の保護と造林が叫ば
れ、国策として成長が早く木材として使いやすいスギ・ヒノキ・カラマツを主とした拡大造林が全国で
行われました。現在の人工林の多くは、戦後の拡大造林期に作られました。

　しかし、1964年の木材輸入の完全自由化、燃料
革命、高度経済成長に伴う生活様式の変化などを背
景に、国産材の需要が減少し、木材価格も大幅に低
下しました。このため、財産としての森林の価値が
下落し、放置される森林が増えました。ただし、近
年では森林資源が利用期を迎え、また外国材輸入量
の減少により、木材自給率もわずかながら増加傾向
にあります。

 

 

 
資料︓林野庁資料 

資料︓愛知の治山（1991年）
＜明治時代後期のはげ山の分布＞

岐阜県

瀬戸市

藤岡地区

小原地区

旭地区

足助地区

豊田地区

猿
投
山

︓はげ山の状態

＜用材の木材需給（供給）量と自給率の推移＞

第３章　豊田市の森林の過去

６





　新・森づくり構想では、10年間の取組実績を踏まえ、これまでの７つの森林区分を見直し、機能別
に４つの森林区分を設定し、森づくりに取り組みます。
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　立地条件による経済性、地形・地質など環境保全上
の観点から持続的な林業が可能な場所では、公益的機
能に十分配慮しながら、ヒノキ・スギを主とした単層
人工林を育成し、効率的な作業システムにおいて適時
に木材を生産する。当面は長伐期施業を想定する。

木材生産林（ア）

　現状は人工林であっても、尾根等経済性の観点から
人工林を維持することが不適当であると考えられる場
所や、河川（沢）沿い等森林保全上重要な場所では、
強度の間伐を数回実施して針広混交林化への誘導を図
る。植栽木の伐採後は天然林とする。

針広混交誘導林（イ、ウ、エ）

　キノコ栽培の原木林及び薪炭林として利用していく
天然林や、公園及び憩いの場等の目的で利用していく
天然林については、いわゆる里山林として維持管理し
ていく。

利用天然林（オ）

　貴重な動植物や生態系が現存する場所及び、積極的
な利用目的がない天然林については、植生遷移により
天然林として維持していく。なお、貴重な動植物の維
持のためには、必要に応じて保全策を実施する。

保全天然林（カ、キ）

　経済的に利用可能なヒノキ・スギの人工林を育成し、
　下層植生を発達させる。

ポイント

林業不適地や防災上重要なエリアを保全し、針広混
交林化を図る。

ポイント

ポイント

利用を図りながら、多様な二次林の生態系の維持を
図る。

天然林地域は、基本的には植生遷移により維持を図
る。

ポイント



　豊田市の森づくりは、『豊かな環境、資源及び文化をはぐくむ森林の保全及び創造並びに次世代へ
の継承』を目的とし、その実現のために次の４つの基本理念に基づいて行われます。特に基本理念１
の『公益的機能が発揮される森づくり』は、2000年の東海豪雨の経験から森林整備の重要性を認識
し、本格的な森づくりを開始した市にとっては中心的な理念になります。新・森づくり構想は、これ
らの基本理念を引き継いだ上で、近年の課題等に対応した新たな基本方針や具体的な取組等につい
て、内容を大きくリニューアルしました。

基
本
理
念
１

公益的機能が発揮される森づくり

豊田市は、荒廃した人工林の間伐を最重点施策として、公益的機能の回復を推進します︕

　森林が持っている土砂の流出防止や、洪水を軽減する働きなどの公益的機能は、市民生活の安
全と安心の基盤です。この公益的機能が高度に発揮される森づくりを行うためには、自然の仕組
などを尊重し、長期展望に立った上で、生物の多様性にも配慮した適正な人工林管理が必要です。
　そのため、それぞれの森林の立地条件や、自然環境に配慮するとともに森林所有者等の意向も
尊重しながら、その森林に適した計画的な管理を行います。

基
本
理
念
２

木材の循環利用を進める森づくり

豊田市は、地域材を積極的に利用することにより、人工林の適正管理を推進します︕

　造林から伐採・搬出にいたる林業と、地域材を利用した製材業や建築業などの木材産業が健全
に発展することにより、木材資源の循環利用が可能となり、その結果、人工林の適正な管理が促
進されます。
　そのため、木材の安定生産と資源の再生が可能な林業と、地域で生産された木材を有効利用す
るための木材産業の振興を図ります。

基
本
理
念
３

地域づくりと一体となった森づくり

豊田市は、山里の営みや歴史・文化の継承を通じて、地域づくりと一体になった森づくりを
推進します︕
　近年の山村地域の過疎化・高齢化により、古くから地域に伝わってきた様々な知恵や知識など
が急速に途絶えつつあります。森づくりを継続するには、山里の営みや、その地域の歴史や文化
などを継承しながら、山村を再生することが大切です。
　そのため、山の恵みを活用した楽しい山村生活の再生や、新たに山村に移り住む人を含めた住
環境の整備、就業の場の創設などにより、地域づくりと一体となった森づくりを支援します。

基
本
理
念
４

人材育成と共働による森づくり

豊田市は、森づくりの担い手育成を図るとともに、市民や企業などと連携して森づくりを
推進します︕
　豊田市が目指す森づくりには、高齢化している林業従事者の後継者を始め、高い森林管理の技
術を持つ人、地域の森林所有者をまとめて森林整備を先導する人など多様な人材や、森林の施業
や木材の加工、流通などを行う事業者が必要です。さらに、森林の活用と保全に対する市民や企
業などの理解と、その活動への積極的な参加が大変重要となります。
　そのため、森づくりの担い手と事業者の育成を図るとともに、市民・企業・ボランティアなど
との共働による森づくりを推進します。
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第５章　豊田市の森づくり基本理念



　第５章で掲げた『公益的機能が発揮される森づくり』を中心とする４つの基本理念を実現するため、
これから取り組んでいく基本的な施策を次のとおり定めます。

１　森づくりのための主要施策の体系

　市は、国・県・（公財）矢作川水源基金が実施する補助事業等に市の独自施策を加えて、各種施策
を実施します。実施にあたっては、専門家の助言を得ながら、その効果や安全性等を確認するための
モニタリングを行い、検証と見直しを図ります。

木材の循環利用を進める
                    森づくり

人材育成と共働による
                 森づくり

地域づくりと一体になった
　　　　　　　　森づくり

公益的機能が発揮される
                    森づくり

・作業システムの刷新
・計画的な林業用路網の整備
・地域材の利用拡大　等

・人工林の間伐推進
・森林区分（ゾーニング）の推進
・森林保全ルールの策定
・森林の現況把握　等

・定住促進
・都市と山村の交流促進
・森林文化の継承　等

・森づくり人材の育成
・森林環境教育の推進　等

10

第
６
章

第６章　豊田市の森づくり基本施策

＜基本理念ごとの主要施策の体系＞



２　森林管理の基本方針
　『公益的機能が発揮される森づくり』を中心とする４つの基本理念を実現するためには、森林の立地
条件等に応じて森林を適切に区分（ゾーニング）し、それぞれの区分に沿った将来の森林の姿を設定し、
将来目標に向けた施業を実施することが大きなポイントになります。森林所有者の意向を確認しながら
森林区分等を定め、さらに、それを実現するための20年先、100年先を見越した長期的な森林管理の基
本方針を定めます。

（１）森林区分（ゾーニング）と人工林の目標林型の設定
① 森林区分の設定
　新・森づくり構想では、これまでの森林区分を再整理し、立地条件等に応じた新たな森林区分を、次の
とおり設定します。立地条件等には、地形・傾斜・現存植生、河川（沢）までの距離などの自然的な特性
と、林分蓄積及び道路からの距離等の経済的な特性があり、この両面から判断して森林を区分します。な
お森林区分や目標林型（P.12）の設定については、地域森づくり会議方式（P.26）による団地化を通し
て、森林所有者に提案し協議した上で決定します。

森林区分記号
現況

森林区分名称

位置付け

立地条件
等の特性

  木材生産の    
　適・不適

管理基本方針

将来（100年後）
　  の森林像

  将来の管理
コスト（目標）

（A） （B） （C） （D）
人工林 天然林

木材生産林 針広混交誘導林 利用天然林 保全天然林
公益的機能を損なわな
い範囲内で、効率的な
作業システムにより適
時に木材を生産する場
所

公益的機能が高く、かつ
管理コストの低い森林
を目指して、ゆるやかに
天然広葉樹の育成を図
り、針広混交林又は天
然林に誘導する場所

所有者に天然林として
利活用する意志があり、
里山林として利用して
いく場所、一般市民に
開放する森林公園等

生態系保全や防災上の
観点から天然林のまま
保護することが望まし
く、自然の植生遷 移
（必要に応じて保全対
策）に委ねる場所

木材生産の経済的な立
地条件が良く、かつ防
災上制約の少ない場所
等

尾根部などの生産不利
地や、急傾斜地や河川
（沢）沿い、０次谷、
脆い地質など防災上重
要な場所等

急傾斜地や河川（沢）
沿い、０次谷など防災
上重要な場所以外の場
所等

生態系保全や急傾斜地
など防災上の観点から
天然林の維持が必要な
場所等

・間伐
・路網等の基盤整備
・単層人工林
・当面は長伐期施業を想
　定

・間伐
・新規路網整備は極力控
　える
・既存の広葉樹等を生か
　し混交林化

・拡大造林はせずに天然
　林を維持

・自然の植生遷移

適地 不適地 ー ー

公益的機能の高い
       人工林

針広混交林
又は天然林

天然林 天然林

中 低 中 低

推
進
基
準

＜新しい森林区分＞

② 人工林の目標林型の設定
　森林区分後の作業として、対象とする林分をどのような森林に導くのかという林分単位での目標設定
が必要です。このような将来目標となる森林の姿のことを「目標林型」と言いますが、市の人工林の目
標林型として、次のとおり（A）木材生産林では「標準型」と「長伐期型」、（B）針広混交誘導林では「ヒ
ノキ・スギ型」と「混交型」の計４つを設定します。
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　現在、市内の人工林の平均林齢は、50～60年生のヒノキ・スギが多数を占めており、いわゆる「主伐
期」を迎えています。これまで日本では、40～50年生の森林を皆伐し再造林を行う施業が基本とされて
きましたが、林業をとりまく厳しい現状を踏まえ、市は下図のとおり「長伐期施業」を木材生産林にお
ける当面の方針として設定します。
　こうした方針を設定する背景には、木材価格の低迷による厳しい採算性の他に、シカなどによる食害
の拡大、植栽や獣害対策などにかかる再造林費用の増大など多くの課題が山積しているからです。条例
では、木材の循環利用を掲げていますが、一般的な皆伐施業の40～50年周期ではなく、90～100年以上
を周期とする長期的な視点での循環利用を当面は想定することとします。ただし主伐の具体的な時期等
については、現在の課題解決が前提となるため、木材価格の動向把握や再造林の低コスト化の研究など
を進め、下図のとおり検証した上で設定します。
　なお長伐期施業を進めるにあたっては、単なる主伐の先送りではなく、「将来木施業」といった高度
な選木技術を導入し、優良大径木の生産や一部有用広葉樹の活用など、将来の森の価値を高める森づく
りを進めます。

（４）木材生産林における主伐

＜長伐期施業の考え方＞

　森林の持つ保水等機能を高め洪水被害を低減
するには、草や低木などの下層植生を林内に繁
茂させ、森林土壌を保護する必要があります。
また針広混交誘導林については、広葉樹を林内
に育成していく必要もあります。このため、間
伐を実施し林内の光環境を改善するだけではな
く、間伐時の下層植生の刈払いについては伐倒
等の安全作業に支障のない範囲で控えることや、
路網開設や林業機械による林内作業の際は下層
植生の保護に十分に配慮するなど、保全型の林内
作業に取り組みます。

　◆コラム◆　下層植生の保護
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一般的な施業 長伐期施業

下刈皆伐

間伐 間伐

除伐等

植林
下刈皆伐

間伐 間伐

除伐等

植林

検証

間伐

間伐

間伐
課 

題
・木材価格の低迷
・植林等のコスト高
・シカ被害の拡大

・40～50年サイクルで皆伐・再造林
・PDCAを行い、ダブルループの長伐期施
   業を基本的な方針とする。
・当面（20年）の木材生産は、間伐を主軸
　とする。

スタート︕ スタート︕

＜間伐により、明るくなった森林＞



（注１）現状の人工林の比率は、統計上森林面積の57％であるが、約７％を占

　める植栽されたマツ林の大半が枯損して天然林化していると考えられるため、

　ヒノキ・スギの人工林率を概数で50％とした。

（注２）（Ａ）木材生産林と（Ｂ）針広混交誘導林の各割合はイメージであり、

　森林所有者の意向や森林の状況によって増減する。

（注３）今回の見直しに際して市全域について航空写真解析を行い、 人工林の

うち過密ステージ（1,600本/ha以上）は約20％、移行ステージ（1,000～1,600

本/ha）は約45％、健全ステージ（1,000本/ha未満）は約35％と推定した。

　（３）の施業体系に基づき、当面おおむね20年かけて、すべての人工林を健全ステージに誘導すると
ともに、100年先の森林の将来像に向けた森づくりを進めます。
　（Ａ）木材生産林については、路網の整備や高性能林業機械の積極的な活用等により、さらに経済性
の高い人工林に育成します。なお、下層植生を繁茂させることにより、公益的機能の発揮にも十分配慮
した施業を推進します。
　一方、尾根部などの成長の悪い場所や、急傾斜地や河川（沢）沿いなど防災上重要な場所（（B）針広混
交誘導林）においては、人工林の間伐を進め緩やかに広葉樹の育成を図り、複層の林分構造にすること
で公益的機能が高く、かつ管理コストを抑えた人工林に誘導します。その一部は天然林化し、およそ100
年後には、現状約50％を占める天然林は55～60％程度まで増加すると想定します。

（５）森林の整備目標

＜間伐作業＞

  公益的機能の高い
木材生産林（標準型）

   針広混交誘導林
（ヒノキ・スギ型）

保全天然林

森づくり条例

新・森づくり構想

森づくり基本計画
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　当初の森づくり構想（2007年３月策定）は、2000年の東海豪雨災害を大きな契機として策定された
ことから、豊田市の森づくりの最重要課題として、土砂災害防止や水源かん養など森林のもつ公益的機
能の回復を設定しました。また、拡大造林期に植林した森林資源が利用期に入り、全国的には木質バイ
オマスの需要が急拡大していることから、今後は市内においても皆伐の発生等が予想されます。（A）木
材生産林にて積極的な地域材の生産・利用を図りながらも、こうした高まる伐採圧に対処するために、
急傾斜地や河川（沢）など防災上重要なエリアを守り、また大規模皆伐を抑制する新たなルールを設定
します。

（６）森林保全のためのルール設定

② 大規模皆伐に関する上限面積等の設定
　皆伐は自然環境に与える影響が大きく、とりわけ皆伐後10～
20年の期間はヒノキやスギ等の根株が腐り、樹木の根による斜面
崩壊防止機能を極端に低下させ、山地災害のリスクを高めます。
地域材の生産・利用を積極的に推進しつつも、こうしたリスクを
低減するために、別に定める森林保全のガイドライン（仮称）に
おいて、１か所あたりの皆伐上限面積の設定など必要な措置を講
じます。

① 山地災害等防止において重要なエリアの保全
　市が2005年度に実施した東海豪雨災害調査によると、沢抜け
や斜面崩壊が発生した被害地のほとんどは傾斜35度以上の急傾
斜地であり、河川（沢）や０次谷の崩壊が多く見られました。一
般的に急傾斜地ほど被害が発生しやすいと言われ、また源頭部
付近の０次谷と呼ばれる地形は雨水が集中し、崩壊の発生源に
なりやすいことが知られています。
　このことから、山地災害等防止のために特に重要な下記の３
つのエリアについて、皆伐は原則控えるルールを設定します。
また、新規の林業用路網の開設は【急傾斜地】【０次谷】では
原則控えるとともに、【河畔林・湖畔林】では保護林帯以外の
エリアへの路線の変更を検討します。

【急傾斜地】　　　傾斜35～40度以上の傾斜地、かつ谷側に被災対象（民家、道路等の施設）
　　　　　　　　　のあるエリア
【河畔林・湖畔林】河畔沿い両側10mの保護林帯
【０次谷】　　　　０次谷、かつ谷側に被災対象（民家、道路等の施設）のあるエリア

③ 森林保全ルールの運用
　森林保全ルールの運用は、森林保全のガイドライン（仮称）及び豊田市森林整備計画を基準として、
森林法の伐採届出制度において市が審査し、必要に応じて現地確認をした上で、森林所有者や林業事
業体に対して指導を行います。
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10m 10m

＜九州地方の大規模皆伐地＞



　豊田市は約63,000haの森林を抱え、ヒノキ・スギの人工林の蓄積量は約900万㎥に上ります。戦後植
林した人工林は平均林齢が50～60年生となり、蓄積量の増加や一部の立木の大径化などが進んでいます。
　そのため、私たちの先人がこれまで熱心に植えてきたヒノキ・スギの人工林については、木材生産林
を中心に木材の有効利用を図ることが重要です。また、製材用材の大量供給や、木質バイオマス発電向
けの低質材市場の拡大など、日本国内の原木流通や木材産業の構造も大きく変化しています。木材のマ
ーケットに適宜対応し、木材資源を有効に活用することで、山村の経済の活性化も期待できます。

　木材を再生産可能な資源として循環的に利用するために、次の指針で人工林を活用します。

　① 循環利用のための基本的な考え方
　　循環利用の主な対象は（Ａ）木材生産林です。これらの森では、P.12に定めた各目標林型を目指し
　て、樹種及び径級の多様性を高める将来木施業を導入し、優良大径木の生産や一部有効広葉樹の活用
　など、経済性と森林保全の両面で価値の高い森づくりを進めます。
　　また伐採等の作業においては、森林作業員の安全を最優先とし、安全衛生管理の徹底など林業労働
　災害を防止する現場づくりを進めます。

　② 素材生産
　　切置き間伐が行われ、採算が見込めるようになった木材生産林では、定性間伐・列状間伐・帯状間
　伐を行い、木材をできるだけ無駄なく搬出します。経済性を高めるために、既存の間伐の作業システ
　ムについて更なる改善が必要です。現在の作業システムに関する生産性を検証し、タワーヤーダなど
　架線系システムの検討など、地形に応じた効率的な作業システムを導入します。また作業システムと
　連動した林業用路網を整備します。
　　利用と保全のバランスを図るため、P.17に定めた保全のルールを守るとともに、間伐時の下層植生
　の刈払いを極力控えるなど、保全型の作業に努めます。また、木材資源の保続の観点から、一時的な
　木材価格の上昇等による乱伐を抑えるため、年間の市内伐採上限量の設定を検討します。

３　木材の循環利用のための長期の指針

（１）木材資源の動向

（２）循環利用のための長期の指針
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＜高性能林業機械を使った造材作業＞＜優良大径林づくり＞



４　森林の把握

５　地域材の利用拡大

　広大な森林を管理し、効率的に森林整備や木材生産を進めて行くためには、森林の現状や所有者情報
等を的確に把握し、情報の精度を高めていくことが極めて重要です。このため、市が保有する地形図、
航空写真、林地台帳や県が保有する森林計画図や森林簿などの広域的な基盤情報に加え、森づくり団地
業務による境界測量データなど現地から得られる様々なデータを「豊田市森林GIS」により一元管理し、
さらに、これらの情報が効果的に活用できるよう整備します。
　また、大規模な森林災害等が発生した場合は、現地調査を実施するとともに、治山事業への要請など
状況に応じた対応策を進めます。

　地域で生産された木材の活用を促進することにより、木材資源の循環利用と人工林の適切な管理を促
進します。

　地域材の加工・流通の中核を担う製材工場（以下「中核製材工場」という。）が豊田市御船町に整備
されることを契機に、木材生産林における素材生産を増大させるとともに、地域の木材事業者等への安
定的な木材供給が図られる体制を構築するため、川上（山元）から川中（製材等）、川下（消費者）に
至る関係事業者の連携した取組の推進を図ります。

　地域材利用を広く浸透させるには、住宅や商業施設など、市民のライフスタイルや公共的空間の中に、
木材を取り入れる提案を積極的に進める必要があります。
　伝統建築の家づくりや一点物の家具類等と、中核製材工場等で生産される規格品の木材製品を地域ブ
ランドとして磨きをかけながら、多くの木材関係者等が参画し地域一丸となった取組に対して、積極的
な支援をしていきます。

　木材の持つ安らぎや温かみ等の快適性や、市の森づくりにおける地域材利用の意義について、木育イ
ベントなど様々な機会を捉えて普及啓発し、市民の理解の促進と意識の高揚を図ります。

 

③ 流通と木材利用
　搬出した原木については、市内の製材工場の相互補完を通じて、地域の木材事業者等へ安定的に供給
する仕組みを作り、地域材としての流通促進を図ります。
　また、住宅や商業施設等への地域材の利用促進とあわせて、「豊田市公共建築物等の木材利用の促進
に関する基本方針（2012年度策定）」に基づき、市内の公共建築物（小学校等）において地域材を更に
活用します。その他、主に市民（消費者）を対象とした木育イベント等の開催支援など、木材利用に関
する普及啓発に取り組みます。
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（１）加工・流通体制の構築

（２）利用拡大の推進

（３）市民理解の促進



　「豊田市公共建築物等の木材利用の促進に関する基本方針」に基づき、市が建設する低層の建築物は
原則木造とし、木造以外の建築物についても内装等の木質化を積極的に進めるとともに、公共土木工事、
家具･備品の整備等においても、地域材の利用を進めます。
　さらに、国、県、矢作川流域を始めとした市町村、民間事業者等に対しても、関連施設等の木造・木質
化を積極的に働きかけていきます。

６　林業用路網の整備

　森林の整備や木材資源の搬出には、林業用路網の整備が不可欠です。特に林業用路網と林業機械等を
活用した効率的な木材の搬出を推進するためには、路網の整備が前提となります。木材生産コストを低
減させるため、施業の団地化とともに林道・林業専用道・作業道・搬出路の４種類の林業用路網を適切
に組み合わせます。また、急傾斜地や破砕帯などへの路網設置を控えるなど、地形·地質条件を踏まえた
路線の検討を行い、山地災害の防止に配慮します。

 

 

＜各林業用路網と整備・管理方針＞

＜原木の集荷（豊田原木流通センター）＞ ＜木造公共施設（寺部小学校・寺部こども園）＞

木材生産林を中心に、施業の基幹道路として県と連携しながら整備を進め
る。

団地化した木材生産林を中心に、トラック（10ｔ積程度）による木材搬出
を支える道路として整備する。恒久的な維持管理を行う。

団地化した木材生産林を中心に、小型トラック（2ｔ積程度）や高性能林業
機械による木材搬出を支える道路として整備する。また継続的な人工林管理
や将来の木材搬出に備え、定期的な維持管理を地元が行う。

木材搬出のために、高性能林業機械を活用する地域を中心に、クローラ式機
械の走行を前提とした構造で、比較的高い密度で整備する。

林道

林業専用道

作業道

搬出路
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（４）公共建築物等での木材利用の推進
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７　森づくり人材の育成

　新・森づくり構想を実現するためには、それを
支える現場レベルの人材育成が欠かせません。特
に、これから取り組む将来木施業や、効率的な作
業システムの構築等は求められる技術レベルが格
段に高くなり、その担い手となるプロフェッショ
ナルな人材の育成は不可欠になります。
　しかし、現場を支える豊田市の森林作業員数
は、1978年には800人を超えていましたが、そ
の後減少の一途を辿り、35年後の2013年は170
人と約1/5になってしまいました。
　市では、新・森づくり構想の実現を担う専門的
な知識を持った林業技術者を「森づくり人材」と
位置づけ、育成を強化していきます。また人材育
成の前提として、森林組合等の林業事業体の安定
経営や待遇改善が必須になるため、改善に向けた
取組を促していきます。

　豊田市の森づくりを担う人材像を次のように設定し、育成を図ります。

＜各人材に求められる主な知識・技能＞

・労働安全に関する十分な知識や技能および法令遵守意識を有する。
・100年後の目標林型を目指した将来木施業（針広混交林化含む）を理解
　して、施業を行う。
・森林保全を考慮した上で、効率的な作業システムの実践や道づくりを通
　じた木材生産を行う。

・立地に応じたゾーニングや目標林型を目指した将来木施業（針広混交林
　化含む）を計画し、森林所有者に提案する。
・森林保全を考慮した上で、効率的な作業システムや道づくりを計画し、
　現場管理も行う。

・広域的な視点において、総合的な方針を示し、関係機関と調整を図る。
・森林保全のルールなど規制的な面について、 専門性を生かした指導を行
　う。
・市民や森林所有者に対して、森づくりの普及啓発を行う。

森林作業員

 森林施業
プランナー

市フォレスター

（主に森林組合職員が対象）

（主に森林組合職員が対象）

（主に市職員が対象）

  

 
 

 
 

（注）保育、素材生産、育苗、しいたけ等特用林産物生産に従事する者
　　　　　　　　　　　　　　　資料︓愛知県林業労働者就労動向調査

（注）保育及び素材生産に従事する者のみ
　　　　　　　　　　資料︓豊田森林組合

＜豊田市の森林作業員数 の推移＞
（注）

＜豊田市森林組合の近年の森林作業員数 の推移＞
（注）
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（１）豊田市の森づくり人材像



◆コラム◆　岐阜県立森林文化アカデミー

　岐阜県立森林文化アカデミーは、岐阜県立林
業短期 大学校を前身とし、2001年に開校した
専修学校です。「森と木のエンジニア科」と「森
と木のクリエーター科」の２講座で計40人の学
生が毎年入学し、専門講師のもとで、森林生態
から伐採技術、路網整備まで、林業・木材産業
現場に即応できる人材を育成しています。
　市は森林施業プランナー等を育成するため、
岐阜県立森林文化アカデミー・豊田森林組合と
の３者で連携協定を2018年３月５日に締結し

ました。この連携協定に基づいて「働きな
がら学ぶ」研修を2018年度から開始します。

＜市独自の森林施業プランナーの研修＞

① 森林施業プランナー等の育成
　継続的に質の高い人材を育成するには、専門性の高い林業教育機関
との連携が欠かせません。また、人材育成には、現場で働きながら定期
的に学ぶという研修スタイルが効果的で、ドイツなどでは「デュアル・
システム」と呼ばれています。市は岐阜県立森林文化アカデミーなど
近隣の教育機関と連携して、「働きながら学ぶ」研修プログラムを開
発し、森林施業プランナー、森林作業員等の森づくり人材の育成を図
ります。

② 国内外の林業教育·研究機関との連携による人材育成
　市フォレスター等の育成では、関連する大学や研究機関と連携し、研修会の開催や情報交換を行う
とともに、ドイツやスイスなど海外の林業教育機関や技術者とも連携を図り、森づくりの知識・技能
の向上に努めます。

③ とよた森林学校講座の活用
　とよた森林学校の大きな目的の一つが、森林作業員の育成です。間伐のうち比較的軽度な切置き間
伐を中心として実施するセミプロ的な森林作業員を育成します。

④ 「緑の雇用」事業等の活用
　森林組合等でプロとして働く森林作業員については、林野庁の「緑の雇用」事業を活用します。 　
「緑の雇用」事業を通じて、新規に採用した１～３年目の森林作業員を教育し、林業の現場への定着
を図ります。

⑤ 市における専門職員の育成
　新・森づくり構想を進めていくためには、市の果たす役割も大きいことから、専門教育を受けた職
員の確保・育成に取り組みます。なお森づくりには継続性が求められることから、定期的に専門職員
を確保することに留意します。

＜岐阜県立森林文化アカデミーの施設＞
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（２）森づくり人材の育成に向けた取組



８　地域づくりと一体になった森づくり

9　共働による森づくり

　森づくりは、地域がしっかりと持続しない限り、継続した実行が難しいものです。市は、山里の営み・
歴史・文化の継承を通じて、持続可能な山村地域の再生及び活性化を図ります。

　林業・木材産業関係者の就業機会の確保への支援、山村地域への定住を支援します。

　豊田市は、都市と山村の両方を抱えるまちで
あり、市域の約７割が森林であることから、「日
本の縮図」とも言われています。都市（まち）
と山村（いなか）、人と人、地域と企業をつなぐ
ことで、都市と山村が抱える社会課題をお互い
の交流によって解決するため、市の目指す「暮
らし満足都市」の実現に向けた業務を「おいで
ん・さんそんセンター」が担っています。おい
でん・さんそんセンターの業務は、森林・林業
をとりまく課題に限らず、高齢化・空き家・耕
作放棄地など、山村地域が抱える様々な社会課
題に向き合い、未来の日本の課題を先取りした
取組を行っています。

◆コラム◆　おいでん・さんそんセンターの取組
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（１）定住促進と就業機会確保の支援

　林業作業・森林体験・農業体験等により、都市部と農山村部との交流を促進します。また、そのため
の体験プログラムづくりを進めます。

（２）都市と山村との交流の促進

　市役所の関連部署の取組と連携するほか、おいでん・さんそんセンターや企業・市民団体等が行う様
々な取組と連携し、魅力ある山村づくりを進めます。

（３）おいでん・さんそんセンター等の各種取組との連携による
　　　魅力ある山村づくり

　里山林を舞台に、古くから行われてきた森林利用を継承するような市民活動が、近年増加しています。
市は、これらの活動を森林文化継承のための取組として捉え、積極的に支援します。

（４）森林文化継承のための取組の支援

　継続的な森林管理を行う一環として、市民との共働による森づくりを推進します。

　一部の市有林を開放して、企業やボランティア団体などへ森づくり活動の場を提供します。

（１）市民への活動の場の提供

　森林ボランティア団体については自立を基本としますが、立ち上げ時の技術・知識等の指導、情報提
供を行うなど、市民の森づくり活動を支援します。

（２）森づくり活動への支援

＜子どもたちによるシイタケの収穫体験＞



10　森林環境教育の推進

　市民が森づくりに関する理解と関心を深めることができるように、森林環境教育を推進します。とよ
た森林学校を中心に、様々な講座を提供していきます。

11　とよた森づくりの日及び森づくり月間

　とよた森林学校等を活用し、一般市民への森林・林業に関する普及啓発に努め、森林問題に関心を持
つ「森の応援団」を一人でも多く育成していきます。

（１）市民への普及啓発

　長期的視野に立って森づくりを推進していくためには、小中学生のうちに森林に親しんだり林業作業
等を体験することにより、森林を身近に感じられるようにすることが効果的です。そのために、学校教
育と連携を取りながら、森林環境教育を推進していきます。

（２）学校教育との連携

　条例で「とよた森づくりの日」を10月26日、「とよた森づくり月間」を10月と定め、その日及び月を
中心として、森づくり全般に関する情報や市の施策に関する情報を各種イベントや市広報等を通じて提
供し、市民への普及啓発に努めます。
　なお、このとよた森づくりの日は、2003年に藤岡地区にて開かれた第27回全国育樹祭の開催日（2003
年10月26日）を由来としています。

12　都市近郊林の保全

　都市部周辺に残された森林については、都市住民の憩いの場や景観として貴重なものがあります。こ
のような都市近郊林については、「豊田市自然観察の森」のような形態で保全・活用するとともに、地域
や所有者の理解を得て、必要に応じて都市計画法や都市緑地法などによる地域指定で保全を図ります。

　豊田市は、2006年度に、市町村単位では全国
初の事例となる「とよた森林学校」を開校しま
した。間伐等林業作業者の育成と市民の森林・
林業に関する意識の向上を目的とし、2016年度
までの11年間で延べ10,000人以上の参加があり
ました。また、学校等の依頼により計42回（2016
年度）の森林環境教育や林業体験出前講座を開
催しました。
　学校の運営は豊田森林組合に委託するととも
に、NPOとの連携を図っているのも特徴です。

◆コラム◆　とよた森林学校
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＜森林観察リーダー入門講座＞



　新・森づくり構想を実現するために、市・森林所有者（地域森づくり会議）・市民・豊田森林組合（以
下、「森林組合」という）などの関係者が連携し、森づくりを進めます。また、矢作川流域を単位とした
取組や、市町村間のネットワーク強化にも取り組みます。
100年先を見据えた森づくりには、森林行政予算の増減に大きく左右されない、筋肉質な森林管理体制の
構築が必要です。このため、施策の重点化等を図りながら、メリハリのある森林行政を展開していきます。

１　共働と連携による森づくり

２　とよた森づくり委員会

　市の目指す森づくりの実現に当たっては、条例において定めるとおり、市・森林所有者（地域森づく
り会議）・森林組合を始め、市民・県・研究者・木材産業等の関係者が、それぞれの責務と役割を十分
に理解し、立場や状況に応じて互いに連携を深めるとともに、それぞれの知識や能力、労力などを提供
しあい、それらを十分に発揮できる体制づくりが大切です。
　また、企業のＣＳＲ活動やＮＰＯ・ボランティアと連携した共働の森づくりについても、そのシステ
ム作りを検討していく必要があります。
　そのためには、森林の適正な管理による公益的機能の向上や、地域で生産される林産物の活用、木材
資源の循環利用などを通じてそれぞれが森づくりの推進を図るとともに、そうした取組を理解し、互い
に協力し、参加することによる共働の森づくりを展開します。

　市の森づくりを推進するため、公募の市民や学識経験者、林業関係者等15人以内で組織する第三者機
関として、条例第20条に基づき、「とよた森づくり委員会」を設置します。
　この森づくり委員会は、森づくり構想及び森づくり基本計画や、市の実施する森づくりに関する基本
的な事項についての協議・調査・提言及び評価を行います。

森づくり条例

森づくり構想

森づくり基本計画

政　策
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第７章　森づくりのための推進体制等

＜共働と連携による森づくりの概念図＞ ＜とよた森づくり委員会の役割＞
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設置

協議
提言
評価

森づくり委員会

科学的知見 市民参加

森林の調査 意見聴取



３　地域森づくり会議

　地域が一体となった森づくりを行うために、「地域森
づくり会議」の設置を進めます。地域森づくり会議とは、
条例に基づく地域組織であり、集落単位などの地域で目
指すべき森づくりを検討します。具体的には、人工林の
間伐などがより効率的に実施できるよう、境界の明確化
や作業道・搬出路の整備、ゾーニングや各ゾーニングに
応じた管理の方法などを、構成員自らが協議し、集約化
された団地計画を作ります。その際、地域外に居住する
森林所有者にも積極的に参加を呼びかけます。
　団地計画に基づき、森林組合などの林業事業者及び森
林所有者により、森林整備を実施します。そうすること
で間伐などの費用の軽減を図り、広範囲において森林整
備が促進されます。市や森林組合は、地域の活動を支援
するとともに、補助事業などを活用した森林施業を積極
的に推進します。

４　森林組合との連携
　市内において、森林管理の担い手として最も重要な役割を担うのが森林組合です。広範囲に及ぶ市域
の森づくりを計画的に進めるためには、森林組合の体制強化が大きな鍵となります。
　森林組合は従来のように公共事業や造林等補助事業に傾注することなく、これまでに築いた地域との
つながりや信頼関係を基に、新たな施業提案型の経営方針などを取り入れ、自らの責任において木材等
の生産と供給を通じて、目指すべき森づくりに努める必要があります。
　一方、市は計画的かつ効率的な森林施業を展開するために、こうした森林組合の取組を支援するとと
もに、連携の強化を図ります。

５　市町村の枠を超えた流域単位の取組等
　水資源のかん養や洪水の軽減のためには、市内の森林だけでなく、矢作川上流域の岐阜県恵那市、長
野県平谷村・根羽村を始め、隣接する岡崎市など、流域が一体となった森林施策が必要となります。矢
作川流域では「流域はひとつ、運命共同体」を合言葉に、（公財）矢作川水源基金による間伐等に対す
る各種助成は現在も継続され、近年は「矢作川森の健康診断」など流域活動も行われてきました。
　2010年には国土交通省豊橋河川事務所による「矢作川流域圏懇談会」の立ち上げに加え、2014年に
制定された「水循環基本法」により、雨水の浸透や水源のかん養が期待される森林等について流域単位
で整備する重要性が謳われています。今後も上・下流が一体となった共働関係を展開できるよう、関係
行政機関等との連携を検討していきます。
　また地方分権の流れの中で、市町村間で横のつながりを持ち、課題共有や連携した取組を展開してい
く必要もあります。そこで市は、東海・北陸地方の複数の市が集まる「東海・北陸市町村森林フォーラ
ム」に2014年度から参加しています。合併により広大な森林を持つことになった「森林都市」が、一堂
に会して課題の共有を図るとともに、今後は具体的な取組も検討していきます。
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＜地域森づくり会議による杭入れ＞

＜間伐実施のための推進体制＞

連携
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６　メリハリのある森林行政

　人口減少時代が本格的に到来し、財政構造も変化していく中、市においても更なる行財政改革が求めら
れています。限られた森林行政予算の効果的な活用が重要なことから、今後は、段階的に集中取組期間を
定め、施策の重点化を行い、メリハリのある森林行政を展開します。森林整備は着実に進めながら、段階
的な仕組みづくりを通して森林管理のコストを抑えていくとともに、民間活力なども活用し、林業補助金
などの森林行政予算の増減に大きく左右されない、筋肉質な森林管理体制の構築を目指します。
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　豊田市は全国に先駆けて、1994年度から「水
道料金１㎥当たり１円」を水源の保全に充てるこ
ととし、「豊田市水道水源保全基金」を創設しま
した。2000年以降は基金を原資として人工林整
備事業を行ってきましたが、2005年の合併を機
に再編を行い、さらに2014年度に事業をリニュ
ーアルしました。
　2015年度からは、水資源の確保を目的に、市
内の水源林を対象とした間伐事業と、水量・水質
に及ぼす効果を経時的に調査する水源かん養モニ
タリングを実施しています。

◆コラム◆　豊田市水道水源保全基金の活用

＜水源かん養機能の調査地（大洞市有林）＞
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１　豊田市の森林

（１）豊田市の森林資源（2016年度末時点）

（２）規模別森林所有者数 （３）齢級別人工林面積（民有林）

資料︓2010年世界農林業センサス 
（注）調査対象は１ha以上の森林所有者（市内在住） 

資料︓2016年度森林資源構成表 
（注）対象は地域森林計画対象民有林 

資料編

　　　　　　　　　　　　　資料︓森林資源構成表
（注）四捨五入の関係で総数は必ずしも一致しない



２　森林の持つ多面的機能
　森林には人工林、天然林（二次林・原生林）などいろいろな種類がありますが、全ての森林は、木材
の生産や土砂災害の防止など様々な働きを持っています。これらを森林の持つ多面的機能と呼び、大き
く「林産物生産機能」と「公益的機能」に分けられるほか、さらに次のように細分化できます。
　これらの機能は全て同時に高まることはなく、ある機能を高めると、別の機能が下がることがあります。

（１）森林の持つ様々な機能

　1980年以降、内閣府が約５年に１回「森林のどの
ような働きに期待するか」について行っている世論調
査の結果は、右図のとおりです。
　７回の調査結果から、安全を確保するための災害防
止、水資源かん養や地球温暖化防止等の公益的機能の
発揮が継続的に期待されていることが分かります。　
　また、木材生産機能は近年はやや順位を上げている
ものの、上位は公益的機能が占める傾向が続いていま
す。

（２）国民が森林に期待する
　　　　　　　　　　役割の変化

  

 
資料︓内閣府世論調査 

森林の持つ多面的機能

公益的機能

林産物生産機能

林産物生産以外の全ての機能

木材やその他林産物の生産機能

安心

学び

生物

水

癒し

空気

生産

公益的機能

景観（ランドスケープ）・風致、学習・教育（生産・労働
体験の場、自然認識・自然とのふれあいの場）、芸術、
宗教・祭礼、伝統文化、地域の多様性保持（風土形成）

土砂災害防止機能・土壌保全機能
表面浸食防止、表層崩壊防止、その他の土砂災害防止
（落石防止、土石流発生防止・停止促進、飛砂防止）、
土砂流出防止、土壌保全（森林の生産力維持）、その他
の自然災害防止機能（雪崩防止、防風、防雪、防潮など）

文化機能

生物多様性保全

水源かん養機能

保健・レクリエーション機能

地球環境保全

木材等生産機能

快適環境形成機能

遺伝子保全、生物種保全（植物種保全、動物種保全、
菌類保全）、生態系保全（河川生態系保全、沿岸生態
系保全）

洪水緩和、水資源貯留、水量調節、水質浄化

療養（リハビリテーション）、保養（休養、散策、森林浴）、
レクリエーション（行楽、スポーツ、つり）

地球温暖化の緩和（二酸化炭素吸収、化石燃料代替エ
ネルギー）、地球気候システムの安定化

気候緩和（夏の気温低下（と冬の気温上昇）、木陰）、大
気浄化（塵埃吸着、汚染物質吸収）

木材（燃料材、建築材、木製品原料、パルプ原料）、食
料、肥料、飼料、薬品その他の工業原料、緑化材料、観
賞用植物、工芸材料

快適環境形成機能
快適生活環境形成（騒音防止、アメニティ）

＜国民の森林に期待する機能＞
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３　過密人工林の現状

　豊田市内の人工林は約35,000haありますが、そのうちヒノキとスギが約87%を占めています。今回の
見直しに際して、市全域の人工林を対象に航空写真解析を行い、間伐が適正に行われていない過密ステ
ージ（1,600本/ha以上）は 約20％、移行ステージ（1,000～1,600本/ha）は 約 45％、健全ステージ
（1,000本/ha未満）は約35％と推定しました。
　では、なぜ過密人工林等が問題になるかというと、次の仕組みにより、栄養分豊かで水分も貯えられ
る腐葉や表土が流失してしまい、土がやせるだけでなく土砂崩れの恐れも高くなるからです。
　① 植栽木の梢が隣同士重なり合って育ち、林内が暗くなる。
　② その結果林床の植物が日照不足により枯れる。
　③ 地表を覆う植物がなくなり、梢から落下する大粒の雨滴が腐葉や表土を流失させる。
　④ 最終的に地表が溝状に削れていき、やがて崩壊の危険もある。
　では、過密人工林と判断するには、どうすれば良いでしょう。最大のポイントは、林床の植物が極端
に少なくなり、地表がむき出しになっていることです。そして、すぐに間伐が必要な人工林を見分ける
重要なサインが２種類あります。
　・「土人形（小石や球果の下に土が柱状に残ったもの）」の存在
　・地表に露出したヒノキ・スギの細根の存在
　このどちらか片方でも見つかったら、もうその人工林は、危機的な状態です。
　もし、そのような人工林があれば、すぐに森林調査を実施し、間伐をしましょう。その時には、間伐
率40％程度の間伐を繰り返すと林内に光が入り、植生の復活が期待されます。

 

＜過密人工林＞ ＜地表にできた土人形＞

＜地表に露出したヒノキの根＞＜下層植生がほぼ消失した人工林＞
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　豊田市の森林は市町村合併により広大な面積になりましたが、それらの地形は一様ではなく、傾斜35
度を超える急傾斜地から緩傾斜地までが入り混じる、複雑な地形をしています。また地質は花崗岩が多
くを占め、風化が進み崩れやすい特性を持つため注意が必要です。このような地域で、公益的機能を損
なわない範囲内で木材生産を活発化させるには、木材生産を積極的に進めるエリア（木材生産林）を明
確にした上で、地形等に応じた効率的な作業システムを構築していくことが不可欠です。
　効率的な作業システムには、地形等に応じて、到達性（森林へのアクセス）、機動性（機械の規格・
組合せ）、輸送力（集材・運材方法）のバランスを考慮することが必要です。合併後の市の利用間伐は
列状間伐を主とし、スイングヤーダ・プロセッサ・フォワーダの３点セットの高性能林業機械を用いて
行われてきました。しかし、今後は急傾斜地や崩壊危険地の路網開設にはより留意が必要となり、また、
新たに将来木施業も実施していくことから、定性間伐を主とした作業システムを想定しなければいけま
せん。たとえば傾斜20度未満の緩傾斜では、スイングヤーダを用いずに、高い路網密度によってプロセ
ッサのアームで直接木を掴んで集材し、届かない木のみウインチ集材するなど、作業効率を高めた定性
間伐の作業システムに改善していく必要があります。また傾斜35度を超える急傾斜地では、無理な路網
開設は控え、路網密度を低くし、中型タワーヤーダを用いた架線系作業システムの導入も検討していく
必要があります。作業システムの改善において最も重要なことは、伐採から運搬までの各工程の効率的
な工程管理であり、作業システムごとのコスト計算などデータを計測・検証しながら、現場リーダーを中心
としてトレーニングを積み、チームとして現場に応じた柔軟な対応を取っていくことが求められます。

４　地形に応じた効率的な作業システム

【伐倒】
チェンソー

  【集材】
タワーヤーダ

 【造材】
プロセッサ

【運搬】
トラック

【伐倒】
チェンソー

【集材・造材】
   プロセッサ

 【搬出】
フォワーダ

【運搬】
トラック

架線系（急傾斜地）

車両系（緩傾斜地）

＜作業システムのイメージ図＞
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５　森づくり情報基盤整備（航空写真解析）

　市町村の広域合併から10年以上経過し、市域の森林の状況も変化しています。これまで、市域の過密
人工林割合の根拠は、森林簿及び矢作川森の健康診断より推定し、間伐計画等の根拠としていましたが、
精度の高い森林状況や過密人工林の分布状況を取得し、客観的に把握するため、既存の航空写真から森
林の情報を判読する「航空写真解析」を実施しました。
　豊田市全域を10×10mのメッシュで区切り、樹種分布や人工林の樹冠高に加え、既存の航空レーザー
測量情報から地盤面を判読して人工林の立木密度を評価し、過密状態の人工林を特定しました。
　これらの解析結果は、新・森づくり構想及び森づくり基本計画の基礎データとして活用するとともに、
保全すべき区域、優先して間伐を実施する区域の抽出や、現場業務の効率的な現況把握など、様々な場
面で活用していきます。
　また、市では、毎年、航空写真を撮影しており、定期的に同様の調査をすることで、経過を評価できる
強みがあるため、おおむね10年後には航空写真解析の再調査を行い、間伐計画の進捗管理等を行います。

＜市内の人工林ステージ区分図＞
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　ドイツやスイスは、時計や自動車といった工業が盛んなイ
メージがありますが、林業も盛んに行われており、国の経済
の重要なポジションを占めています。例えば、ドイツの森林
面積は約1,110万haで、日本の人工林とほぼ同じですが、木
材生産量は約7,000万㎥と日本の約３倍の規模になります。
　そのため、これらの国の若者にとって林業の社会的位置づ
けは日本と比べて高く、地域の森林管理を取り仕切るフォレ
スター（森林官）を「憧れの職業」と言う若者もいます。林
業を目指す若者には、目指す職種ごとに教育制度が充実して
おり、たとえばドイツの森林作業員の場合では、義務教育課程
の修了後、現場で働きながら定期的に３年間学ぶ過程（「デ
ュアル・システム」と呼ばれる）を経た上で就業するというコースになります。就業後の教育も充実し
ており、森林作業員等は常に先端の知識・技能を習得することができるほか、さらに後進の指導ができ
るのは有資格者のみとされています。現場と教育制度が有機的につながり、段階的な学びの場が用意さ
れている点が、これらの国々の特徴です。
　また、森林施業のキーワードとして「将来木施業」があります。将来に成長・形質等が期待できる木
を「将来木」として定め、その周辺にある競争木を集中的に間伐することで、施業コストを抑え、将来
木を大径材として育て、多様な樹種・径級・階層からなる森林へと移行させる施業です。天然更新を主
とするので新植にかかる費用も抑えられ、皆伐施業に比べて土壌保全にも効果的です。成長・形質等が
優れた木が充実することで、間伐・択伐でも高い生産量を維持できます。
　さらに注目すべきは、スイスの補助金制度改革です。スイスでは肥大化する林業補助金の制度改革に
2000年代から取り組み、国の関与を縮小し自治体（州）の裁量に委ねるなどの手法で、補助金総額の削
減を実施しました。地域のフォレスターが、選木から作業システム、木材販売までコントロールする中
で、補助金依存度を抑えるとともに、森林保全と木材利用のバランスの取れた森づくりを実現していま
す。植生など自然条件や社会条件が日本と異なる点については留意が必要ですが、教育システムや将来
木施業など学ぶべき点は多く、市のこれからの森づくりの参考にしていきます。

６　ドイツ・スイスの森づくり

ドイツ

スイス

＜ドイツ南部の将来木施業地＞ ＜タワーヤーダによる集材＞
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豊田市森づくり条例
　豊田市は平成１７年４月、周辺町村との合併により市域の約７割を森林
が占めるまちになった。
　このうち約半分を占めるひのきや杉の人工林は、木材価格の低迷等によ
り、近年になって適正な管理ができなくなってきた。このまま放置すると、
木材を生産する機能だけでなく、土砂流出や山地崩壊の防止、洪水軽減等
の公益的機能も損なわれて、平成１２年９月の東海豪雨を上回るような災
害の可能性が心配される。一方、天然林については、自然環境の保全を始
めとする働きが注目されている。
　森林を適正に管理するためには、短期的な社会経済環境の変化に惑わさ
れることなく、長期間を見据え、生態系として健全で、災害にも強く、人
々の心に安らぎを与えるとともに、地球温暖化防止にも貢献する森づくり
を目指していく必要がある。そのためには、山村地域の住民だけでなく、
都市部の住民も共に森づくりに取り組むことが重要である。
　私たち豊田市民は、間伐を始めとした適正な管理と木材利用の促進等に
より、人工林を速やかに整備するとともに、自然豊かな天然林を維持し、
森林を市民の財産として次世代に引き継ぐことを決意し、ここに豊田市森
づくり条例を制定する。

　（２）林業及び木材産業の健全な発展が人工林の適正な管理に寄与する
　　　ことから、林業及び木材産業を振興することにより、木材資源の循
　　　環利用が可能な森づくりを推進すること。
   （３）持続可能な山村地域の再生及び活性化が森づくりに寄与すること
　　　から、山里の営み並びに歴史及び文化の継承を通じて、地域づくり
　　　と一体となって森づくりを推進すること。
　（４）継 続的な森林管理を行うためには、多様な人材が必要なことか
　　　ら、森づくりの担い手を育成するとともに、市民との共働による森
　　　づくりを推進すること。

（市の責務）
第４条　市は、この条例の目的を達成するため、森づくりに関し総合的か
　　つ計画的な施策の推進に努めなければならない。
　２　市は、国、他の地方公共団体及び公共的団体等に対し、必要に応じ
　　て理解及び協力を求め、森づくりを円滑に推進しなければならない。
　３　市は、森づくりに関する施策を推進するため、必要な財政上の措置
　　を講ずるよう努めなければならない。

（森林組合の責務）
第５条　森林組合は、基本理念にのっとり、森林の管理の中核的な担い手
　　として、自らの責任において、木材その他の林産物の生産、供給等を
　　通じて森づくりに積極的に取り組まなければならない。
　２　森林組合は、当該組合員の森林の管理が適正に行われるように働き
　　かけるとともに、計画的な森づくりを推進するよう努めなければなら
　　ない。
　３　森林組合は、森づくりに関する各種施策に協力するよう努めなけれ
　　ばならない。

（森林所有者の役割）
第６条　森林所有者は、森づくりの重要性を深く認識し、所有し、又は育
　　成する森林について、森林の有する多面的機能が十分に発揮される森
　　づくりに努めるものとする。
　２　森林所有者は、所有し、又は育成する森林の境界及び木竹の状況を
　　把握し、当該森林の管理方針を明らかにするよう努めるものとする。
　３　森林所有者は、森づくりに関する各種施策に協力するよう努めるも
　　のとする。

（市民の役割）
第７条　市民は、森林の有する公益的機能が市民共有の財産であることを
　　認識し、森づくりに関する取組に協力し、又は参加するよう努めるも
　　のとする。
　２　市民は、基本理念にのっとり、地域で生産される木材（以下「地域
　　材」という。）その他の林産物を活用するよう努めるものとする。

（林業及び木材産業等事業者の役割）
第８条　林業及び木材産業等事業者は、その事業の実施に当たっては、基
　　本理念に配慮し、森林の有する公益的機能が十分に発揮される森づく
　　りに努めるとともに、木材その他の林産物の循環利用が可能な森づく
　　りに努めるものとする。
　２　林業及び木材産業等事業者は、森づくりに関する各種施策に協力す
　　るよう努めるものとする。

第１章　　総則
（目的）
第１条　この条例は、森林の有する公益的機能が強く求められている現状
　　にかんがみ、その機能が高度に発揮される森づくりをするための基本
　　理念を定め、市等の責務及び森林所有者等の役割を明らかにするとと
　　もに、森づくりに関する施策その他の取組を総合的かつ計画的に推進
　　することにより、豊かな環境、資源及び文化をはぐくむ森林の保全及
　　び創造並びに次世代への継承に資することを目的とする。

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に
　　定めるところによる。
　（１）森林　市内に存する森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２条
　　　第１項に規定する森林（竹林を含む。）をいう。
　（２）多面的機能　土砂流出及び山地崩壊の防止、洪水軽減等の水源の
　　　かん養、自然環境の保全、地球温暖化の防止、保健休養、木材その
　　　他の林産物の生産及び供給その他森林の有する多面にわたる機能を
　　　いう。
　（３）公益的機能　多面的機能のうち、木材その他の林産物の生産及び
　　　供給を除いた機能をいう。
　（４）森づくり　森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、
　　　森林を守り育てるとともに活用することをいう。
　（５）人工林　植栽、種まき又はさし木により成立した森林（伐採跡地
　　　を含む。）をいう。
　（６）天然林　人工林以外の森林をいう。
　（７）森林組合　市内に所在する森林組合法（昭和５３年法律第３６号）
　　　に規定する組合をいう。
　（８）森林所有者　森林の土地を所有する者又は森林の土地にある木竹
　　　を所有し若しくは育成することができる者をいう。
　（９）市民　市内に居住し、通勤し、又は通学する個人及び市内におい
　　　て事業若しくは活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。
　（１０）林業及び木材産業等事業者　市内において森林の施業並びに木
　　　材その他の林産物の生産、加工及び流通の事業を行う者（森林組合   
         を除く。）をいう。

（基本理念）
第３条　森づくりは、市、森林所有者、市民等森林に関わるすべての人々
　　が連携して、この条例の目的を達成するため、次の基本理念（以下「
　　基本理念」という。）により行うものとする。
　（１）森林の有する公益的機能が市民生活の安全及び安心の基盤である
　　　ことから、自然の仕組を重視した長期的な展望に立ち、生物の多様
　　　性に配慮するとともに、立地条件等の特性に応じた適正な森林管理
　　　を実施することにより、公益的機能が高度に発揮される森づくりを
　　　推進すること。　　

第２章　　基本的施策
（森林管理の基本方針）
第９条　市は、森林の有する多面的機能を高度に発揮させるため、次の
　　方針に基づき森林管理施策を実施するものとする。
　（１）人工林は、立地条件等による林業の採算性と公益的機能の高度
　　　発揮の観点を勘案し、間伐を中心とした適正な管理を重点的かつ
　　　計画的に推進する。
　（２）天然林は、植生遷移（地域の植生が時間とともに自然に移り変
　　　わっていく現象をいう。）を基本として維持するとともに、市民
　　　による活動等を生かしつつ保全及び活用を図る。
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（森林の把握）
第１０条　市は、森林の有する公益的機能の維持及び回復を図るため、関係
　　行政機関、森林所有者、森林組合等と連携し、森林の現況の把握、森林
　　被害等に関する調査及び対策その他必要な措置を講ずるものとする。

（地域材の利用の拡大）
第１１条　市は、地域材の利用の拡大を図るため、住宅等への活用の促進、
　　市民に対する理解の促進、公共事業への利用の推進、加工流通体制整備
　　のための支援その他必要な措置を講ずるものとする。
　２　市は、地域材の安定的な供給体制を整備するため、利用可能な木材資
　　源の把握並びに林業生産基盤の整備及びその支援を行うものとする。

（地域づくりと一体になった森づくり）
第１２条　市は、魅力ある山村づくりを推進するため、山村地域における就
　　業機会の確保、定住に対する支援、都市と農山村との交流の促進その他
　　必要な措置を講ずるものとする。
　２　市は、古くから山村地域に残る知恵、伝承等の森林文化を継承するた
　　めの取組を支援するものとする。

（共働による森づくり）
第１３条　市は、市民との共働による森づくりを推進するため、人工林、天然
　　林を問わず、市民への活動の場の提供、森づくり活動への支援、情報の
　　提供その他必要な措置を講ずるものとする。
　２　市は、市民による森づくり活動団体が自発的に行う森づくりが促進さ
　　れるよう、必要な指導及び支援を行うものとする。

（森づくりの担い手の育成）
第１４条　市は、関係行政機関等と連携し、森づくりの担い手となる人材及び
　　事業者の育成を図るため、必要に応じて助言及び支援をするものとする。

（森林環境教育の推進）
第１５条　市は、市民が森づくりについて理解及び関心を深めることができ
　　るよう、森林環境教育を推進するものとする。

（森づくりの普及啓発）
第１６条　市は、市民に対して、森づくりに関する普及啓発を行うものとする。
　２　前項に規定する普及啓発を推進するため、１０月２６日をとよた森づく
　　りの日、１０月をとよた森づくり月間と定める。

（森づくり構想）
第１７条　市長は、基本理念を実現するための基本構想（以下「森づくり構
　　想」という。）を策定するものとする。
　２　森づくり構想には、次の事項を定めるものとする。
　（１）森林の立地条件等の特性に応じた森林の区分及びそれに応じた目標
　　とする森林像
　（２）目標とする森林像を実現するための長期の指針
　（３）木材資源の循環利用のための長期の指針
　（４）その他市長が必要と認める事項
　３　市長は、必要があると認めたときは、森づくり構想を見直すことがで
　　きる。
　４　市長は、森づくり構想の策定及び見直しに当たっては、あらかじめ森
　　林所有者、市民等の意見を反映することができるよう必要な措置を講ず
　　るとともに、とよた森づくり委員会の意見を聴くものとする。
　５　市長は、森づくり構想の策定及び見直しをしたときは、これを公表す
　　るものとする。

（森づくり基本計画）
第１８条　市長は、森づくり構想を実現するため、おおむね１０年間の計画　
（以下「森づくり基本計画」という。）を策定し、必要な具体的施策を定める

ものとする。
　２　森づくり基本計画は、おおむね５年ごとに見直すものとする。
　３　前条第４項及び第５項の規定は、森づくり基本計画の策定及び見直
　　しについて準用する。

（年次報告書）
第１９条　市長は、森林の状況、森づくり基本計画に基づき実施された施
　　策の状況等について、年次報告書を作成し、これを公表するものとする。

（とよた森づくり委員会）
第２０条　基本理念に基づき森づくりを推進するため、とよた森づくり委
　　員会（以下「委員会」という。）を置く。
　２　委員会は、次の事項について協議、調査、提言及び評価を行う。
　（１）森づくり構想及び森づくり基本計画に関すること。
　（２）森づくりに関する基本的な事項に関すること。
　（３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。
　３　委員会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員１５人以内
　　をもって組織する。
　（１）学識経験を有する者
　（２）森林所有者、森林組合並びに林業及び木材産業等事業者　
　（３）公募による市民
　（４）その他市長が適当と認める者
　４　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
　５　前項本文の規定にかかわらず、委員が欠けた場合の補欠委員の任期
　　は、前任者の残任期間とする。
　６　前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事
　　項は、規則で定める。

（地域組織）
第２１条　森林所有者及び市民は、必要に応じて集落等の単位において、
　　その地域の森林の整備及び管理のための地域組織を設置することがで
　　きる。
　２　森林所有者及び市民は、前項の地域組織を設置したときは、規則の定
　　めるところにより、その旨を市長に届け出るものとする。
　３　市は、第１項の地域組織の活動を支援するものとする。

（立入調査）
第２２条　市長は、この条例の施行に必要な調査のため、職員を森林に立
　ち入らせることができる。
２　前項の規定により立入調査をする職員は、身分を示す証明書を携帯し、
　関係者に提示するものとする。

（採取等の禁止）
第２３条　何人も、森林に立ち入り、みだりに動植物等を採取したり、ご
　　みを捨てたりしてはならない。

（委任）
第２４条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め
　　る。

附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成１９年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この条例の施行の際現に定められている森づくり構想は、第１７条の
　規定によって策定されたものとみなす。

第３章　　森づくり構想及び森づくり基本計画

第４章　　推進組織

第５章　　雑則
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新・森づくり構想策定の経緯

2015年

2016年

2017年

基調講演、報告、パネルディスカッションを通じて、
国内の森林・林業の動向を確認、豊田市の森づくりの
到達点の振り返り、森林行政の将来について議論

森づくり委員の委嘱、森づくり構想リニューアル・
プロジェクトの検討7月29日

11月17日

1月19日

8月23日

7月7日

3月22日

9月26日

10月24日

10月19日

12月9日

12月14日

2月3日

1月24日

3月2日

5月16日

6月22日

7月25日

9月7日

10月11日

とよた森づくり委員会

森づくり構想シンポジウム

とよた森づくり委員会

とよた森づくり委員会

とよた森づくり委員会

地域材の生産・流通・利用部会

森林保全と人材育成部会

地域材の生産・流通・利用部会

とよた森づくり委員会
（針広混交林化のための天然林観察会）

森林保全と人材育成部会

運営支援チーム会議

とよた森づくり委員会

運営支援チーム会議

とよた森づくり委員会

とよた森づくり委員会

合同作業部会

とよた森づくり委員会

合同作業部会

合同作業部会

森づくりの現状と課題の振り返り、森づくり構想リ
ニューアル・プロジェクトの検討、中核製材工場計
画の検討

森づくり構想リニューアルの方向性に関する検討

森づくりに関する講演（森林整備、地域材利用）、
スイス・フォレスター講演会の報告
地域材の生産や流通に関する市内の現地視察（原木
流通センター及び施業地）及び検討
森林保全に関する市内の現地視察（東海豪雨による
崩壊地等）及び検討
地域材の流通や利用に関する市内の現地視察（中核
製材工場造成地、寺部小学校）及び検討
面ノ木峠にて冷温帯性落葉広葉樹林、勘八市有林に
て暖温帯性常緑広葉樹林を現地視察

人材育成に関する市内の現地視察及び検討（国内の
人材育成制度、「緑の雇用」事業の状況、森林施業
プランナーの育成等）

森づくり構想リニューアル方針案について有識者を
交えた検討（相川高信氏、楢崎達也氏）

各作業部会の振り返り、森づくり構想リニューアル
方針の検討
森づくり構想リニューアル方針案について有識者を
交えた検討（相川高信氏）
森づくり構想及び基本計画のリニューアル重点事項
の検討
新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討（地域
材の生産・流通・利用）
新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討（森林
管理の基本方針、森林保全、現地視察）
新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討（森林
整備、間伐計画）
新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討（人材
育成）

新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討
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2018年

2017年

11月16日

10月20日

12月15日

12月15日
～2018年
  1月14日

運営支援チーム会議

とよた森づくり委員会

パブリックコメント募集

森づくり構想リニューアル方針案について有識者を
交えた検討（相川高信氏、石崎涼子氏、加藤鐵夫氏）

新・森づくり構想及び第３次基本計画の検討

新・森づくり構想及び第３次基本計画について市民
意見を募集

豊田市の素案公表 新・森づくり構想及び第３次基本計画（素案）の公表

2月2日

3月8日

とよた森づくり委員会 パブリックコメント結果に関する検討

新・森づくり構想及び
第３次基本計画策定

新・豊田市100年の森づくり構想及び第３次豊田市
森づくり基本計画の策定

（注）「森林保全と人材育成部会」「地域材の生産・流通・利用部会」「合同作業部会」は、森づくり構
　　　　想リニューアルを検討するため、とよた森づくり委員会の作業部会として設置された。

41

資
料
編

 
＜森づくり委員会の室内検討＞ 

 

 
＜2015年森づくり構想シンポジウム＞ 



とよた森づくり委員会名簿

      

会 長 岡本  讓 旧愛知県賀茂県有林事務所所長・元愛知県林務課総括林業専門技術員   

副会長 林  冨造 豊田森林組合 代表理事専務  

委 員 蔵治光一郎 東京大学大学院農学生命科学研究科附属演習林企画部 企画部長・教授   

委 員 板谷 明美 三重大学大学院生物資源学研究科 准教授  

委 員 大江  忍 NPO法人緑の列島ネットワーク 理事長  

委 員 澤田恵美子 旧豊田市消費者グループ連絡会 会長  

委 員 鈴木 禎一 あさひ製材協同組合 代表理事  

委 員 山本 薫久 NPO法人都市と農山村交流スローライフセンター 代表理事  

委 員 片桐 正博 元愛知県副知事・森づくり会議森林所有者  

委 員 鈴木 政雄 専業林家・森づくり会議森林所有者  

委 員 國友 淳子 トヨタ自動車社会貢献推進部  

委 員 永井 初美 公募委員・森林学校 OB会幹事  

委 員 藤富 勝行 公募委員・トヨタ工業学園  

 
永谷 兼後 愛知県豊田加茂農林水産事務所 林務課長  

一般社団法人おいでん・さんそん 代表理事 

愛知県豊田加茂農林水産事務所 森林整備課長 

青山  正博 豊田森林組合 常務理事 

 

鈴木 辰吉 

平松  治生 

前田 雄治 豊田市産業部長  

矢頭 更三 豊田市産業部農林振興室長 

古澤 彰朗 豊田市産業部農林振興室森林課長 

小木曽哲也 豊田市産業部農林振興室森林課 副課長 

藤本 光義 豊田市産業部農林振興室森林課 主幹（林道） 

北岡 明彦 豊田市産業部農林振興室森林課 副主幹（保全・計画） 

川合 晃司 豊田市産業部農林振興室森林課 副主幹（森づくり・地域材） 

市川 靖浩 豊田市産業部農林振興室森林課 担当長（保全・計画） 

深見隆之助 豊田市産業部農林振興室森林課 担当長（森づくり・地域材） 

井崎 広児 豊田市産業部農林振興室森林課 担当長（林道） 

鈴木 春彦 豊田市産業部農林振興室森林課 主任主査（保全・計画） 

山田 洋平 豊田市産業部農林振興室森林課 主任主査（林道） 

中島 諒大 豊田市産業部農林振興室森林課 主査（保全・計画） 

大南 絢一 株式会社自然産業研究所

株式会社自然産業研究所株式会社自然産業研究所

 研究事業部 上級研究員 

 
安藤 陽子 

＜とよた森づくり委員＞ 2018年3月現在

＜オブザーバー＞

＜事務局＞

役　職 委　員　名 所　属　等

株式会社自然産業研究所 研究事業部
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森づくりへの想い

～とよた森づくり委員会からのメッセージ～

　2005年の広域合併により、豊田市は、市域の約７割を占める広大な森林
を持つ都市に生まれ変わりました。豊かな森林は、土砂崩れなどの災害か
ら人々の生活を守るとともに、そこから供給される木材や豊富な水は、人
々の生活や多様な産業を支えてきました。また、森林から得られる四季折
々の恵みは、山村地域に独自の文化をも育んできました。しかし、薪から
化石燃料への転換など生活様式の変化や、昭和30年代を中心に国策として
植林が推進された結果、豊田市の森林の約５割がヒノキやスギの人工林と
なりました。
　矢作川流域の山村地域では、これまで森林整備に努力してきましたが、
外国産材の輸入増加、山村地域の過疎化などの社会情勢の変化等により、
近年になって適正な管理が行なわれていない人工林が増加しました。手入
れの行き届かないヒノキやスギの林をこのまま放置し続けると、木材を生
産する機能だけでなく、土砂流出防止や水源かん養などの公益的機能が損
なわれ、災害の発生する危険性が高まります。
　こうした厳しい現状を打破するためには、長期的な視野に立って、最新
の科学的な知見に基づいた計画的な施策の実施により、森林の持つ多面的
な機能を十分に発揮させるような森づくりが重要となります。適正に管理
された人工林は、多様な生態系を育むとともに、再生可能な資源となり、
都市と農山村の共生にも寄与することができます。
　私たちは、豊田市民が、森づくりは百年の計であることを認識し、市内
の森林にかかわる全ての人々が一体となって、間伐を主とした森林整備の
重点的な実施と、木材利用の促進等により、人工林を速やかに整備すると
ともに、自然豊かな天然林を維持することにより、環境、資源、文化とも
に豊かな森林を育て、次世代に引き継ぐことを願い、ここに豊田市森づく
り構想を提案します。

　　　　　　　　　　　　2006年11月1日　　　とよた森づくり委員会

 
 

 

＜森づくり委員会の現場視察＞＜東海豪雨時に発生した、湖面を埋め尽くす大量の流木＞



新・豊田市 100年の森づくり構想 
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